
Ⅱ 地域経済の好循環と持続可能な地域社会を実現するための地方行財政基盤の確立と地域経済・社会の活性化

８．人口減少下の住民サービスの確保
（１）行政相談でのデジタル活用や自治体連携等による課題解決の推進
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• 令和５年度に「国・地方共通相談チャット
ボット」（ガボット）を整備。さらなる質の向上
を図るため、生成AIの有効的な活用に向けた調査
研究を実施

【予算】国・地方共通相談チャットボット
（ガボット）調査研究
６年度補正 0.8億円（新規）

• 行政相談委員によるオンライン相談の受付や、
孤独・孤立問題を抱える方などに対してデジタル
ツール活用した広報の実施

【予算】行政相談制度推進費
6.9億円の内数（５年度補正 0.1億円

                                         ６年度 6.9億円の内数）

• 自治体や各種団体（士業団体、郵便局等）と連携
し、地域の困りごと・地域課題の発掘・解決推進

【予算】行政相談制度推進費
6.9億円の内数（５年度補正 0.1億円

                                         ６年度 6.9億円の内数）

総務大臣メッセージ（R6.3.26 都道府県知事・市区町村長宛）
「行政相談活動と困りごと解決への連携のお願い」

ガボットの調査研究で目指すもの

離島間でのオンライン相談 Web広告を活用した広報

大臣メッセージ、
事例集の詳細は
こちらから

行政相談でのデジタル活用や自治体連携等による課題解決の推進



Ⅱ 地域経済の好循環と持続可能な地域社会を実現するための地方行財政基盤の確立と地域経済・社会の活性化

８．人口減少下の住民サービスの確保
（２）地域の多様な主体の連携及び協働の推進
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地域の多様な主体の連携及び協働の推進

• 人口減少等により経営資源が制約される中で、
住民の暮らしを支えていくため、市町村と地域
の多様な主体との連携･協働が重要。

• 地域の多様な主体と連携･協働して地域課題の
解決に取り組む主体について、法律上、「指定
地域共同活動団体」として、市町村の判断で、
その位置付けを明確化する選択肢を用意し、活
動環境を整備。(令和６年改正)

• 新たな制度の円滑な導入･運用に向けて、先行
事例等の調査研究や周知･啓発を実施。

【予算】地域の多様な主体の連携及び協働の推進
６年度補正 0.2億円（６年度 0.1億円）



情報通信インフラ整備加速化パッケージ
• デジタル田園都市国家構想の実現のためには光ファイバ、5G等のデジタル基盤の整備が不可欠であるこ

とから、下記の整備目標（デジタル田園都市国家インフラ整備計画（改訂版）令和５年４月）に向けて、
情報通信インフラ整備を加速化

- 光ファイバ等：令和９年度末までに世帯カバー率99.9%

- 携帯電話：令和12年度末までに5G人口カバー率全国・各都道府県99%

令和12年度末までに道路カバー率（高速道路・国道）99%（高速道路については100%） 等

○携帯電話等エリア整備事業
・条件不利地域において、携帯電話基地局の整備費等の一部を補助

○電波遮へい対策事業
・トンネル等において、移動通信用中継施設の整備費の一部を補助

携帯電話基地局の整備加速化

携帯電話
交換局

伝送路

基地局施設

離島等条件不利地域

スマートホーム

農業IoT

無線局エントランス
（クロージャ等）

高速・大容量無線通信の前提となる光ファイバ（伝送路） コワーキング
スペース スマートモビリティ教育ＩｏＴ

観光ＩｏＴ

地域の拠点的地点
通信ビル

光ファイバの整備加速化

○高度無線環境整備推進事業
・条件不利地域において、光ファイバの整備費等（離島地域における維持管理費用を含む）
の一部を補助

○伝送路設備の効率的な地中化に係る調査
・伝送路設備の効率的な地中化について、通信ネットワークの敷設状況等を踏まえた調査を実施

交換局

【光基地局方式】

携帯基地局

アンテナ
光ファイバ

Ａ

C

Ｂ

電波が遮へい
無線設備

電源設備

新幹線トンネルの場合 基地局

トンネル等における移動通信用中継施設の整備加速化

Ⅱ 地域経済の好循環と持続可能な地域社会を実現するための地方行財政基盤の確立と地域経済・社会の活性化

８．人口減少下の住民サービスの確保
（３）光ファイバ未整備地域の解消、公設光ファイバの民設移行の推進
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【予算】
情報通信インフラ整備加速化パッケージ【再掲】
６年度補正 26.2億円 ７年度 39.9億円
（５年度補正 59.3億円、６年度 78.0億円）
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地域の持続可能性の確保に向けた郵便局の利活用推進事業

• 地方においては、行政サービスを提供する
地方自治体の支所等の廃止や、生活に必要
な公共的な役割を担う企業（民間金融機関
等）の撤退する地域も増加。

• 自治体が郵便局を活用し、地域に必要な機
能の維持を図るとともに、行政事務の効率
化・生活支援サービスの充実・強化による
住民利便の向上・地域経済活性化に繋げる
ために、コミュニティ機能の改善・強化事
例の創出・横展開に資する実証事業を展開
し、「郵便局のコミュニティ・ハブとして
の活用」を推進。

【予算】地域の持続可能性の確保に向けた
郵便局の利活用推進事業（新規）
1.5億円

Ⅱ 地域経済の好循環と持続可能な地域社会を実現するための地方行財政基盤の確立と地域経済・社会の活性化

８．人口減少下の住民サービスの確保
（４）住民サービス等の提供拠点の集約化等による郵便局の「コミュニティ・ハブ」としての活用推進
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